
 

 

 

 

 

 

 

 

労災保険率に関する資料 

資料３ 



(単位：1/1,000) 　（平成30年４月１日施行）

林 業
02
又は
03

60

11 18
12 38
21 88
23 16
24 2.5
25 49
26 26
31 62
32 11
33 9
34 9
35 9.5
38 12
36 6.5
37 15

製 造 業 41 6
42 4
44 14
45 6.5
46 3.5
47 4.5
48 6
66 13
62 18
49 26
50 6.5
51 7
52 5.5
53 16

54 10

63 6.5
55 7

56 5

57 2.5
58 4
59 23
60 2.5
64 3.5
61 6.5
71 4
72 9
73 9
74 13

電 気 、 ガ ス 、 水 道
又 は 熱 供 給 の 事 業

81 3

95 13
91 13
93 5.5
96 6.5
97 2.5
98 3
99 2.5
94 3

90 47

林業

労  災  保  険  率  表

事業の種類の分類
業種
番号

事業の種類 労災保険率

漁 業
海面漁業（定置網漁業又は海面魚類養殖業を除く。）

定置網漁業又は海面魚類養殖業

鉱 業
金属鉱業、非金属鉱業（石灰石鉱業又はドロマイト鉱業を除く。）又は石炭鉱業

石灰石鉱業又はドロマイト鉱業

原油又は天然ガス鉱業

採石業

その他の鉱業

建 設 事 業
水力発電施設、ずい道等新設事業

道路新設事業

化学工業

舗装工事業

鉄道又は軌道新設事業

建築事業（既設建築物設備工事業を除く。）

既設建築物設備工事業

機械装置の組立て又は据付けの事業

その他の建設事業

食料品製造業

繊維工業又は繊維製品製造業

木材又は木製品製造業

パルプ又は紙製造業

印刷又は製本業

機械器具製造業（電気機械器具製造業、輸送用機械器具製造業、船舶製造又は修理業及び計量
器、光学機械、時計等製造業を除く。）

ガラス又はセメント製造業

コンクリート製造業

陶磁器製品製造業

その他の窯業又は土石製品製造業

金属精錬業（非鉄金属精錬業を除く。）

非鉄金属精錬業

金属材料品製造業（鋳物業を除く。）

鋳物業

金属製品製造業又は金属加工業（洋食器、刃物、手工具又は一般金物製造業及びめつき業を除
く。）

洋食器、刃物、手工具又は一般金物製造業（めつき業を除く。）

めつき業

電気、ガス、水道又は熱供給の事業

電気機械器具製造業

輸送用機械器具製造業（船舶製造又は修理業を除く。）

船舶製造又は修理業

計量器、光学機械、時計等製造業（電気機械器具製造業を除く。）

貴金属製品、装身具、皮革製品等製造業

その他の製造業

運 輸 業
交通運輸事業

貨物取扱事業（港湾貨物取扱事業及び港湾荷役業を除く。）

港湾貨物取扱事業（港湾荷役業を除く。）

港湾荷役業

卸売業・小売業、飲食店又は宿泊業

金融業、保険業又は不動産業

その他の各種事業

船舶所有者の事業

そ の 他 の 事 業
農業又は海面漁業以外の漁業

清掃、火葬又はと畜の事業

ビルメンテナンス業

倉庫業、警備業、消毒又は害虫駆除の事業又はゴルフ場の事業

通信業、放送業、新聞業又は出版業



令和３年度から５年度までの労災保険率の算定（全業種平均） 

 

以下の２種類の前提を置いて算定を行った。 

 

パターン１ 

賃金総額は、令和２年度に減少して底を打ち、令和４年度に平成２９～

令和元年度平均の水準まで回復し、令和５年度はプラス成長する想定。 

 

パターン２ 

賃金総額は、令和２年度に減少して底を打ち、令和６年度に平成２９～

令和元年度平均の水準まで回復する想定。 
 

 

 

労災保険率の構成要素 
（全業種平均） 

パターン１ 
（1/1,000） 

パターン２ 
（1/1,000） 

現行 
（1/1,000） 

業
務
災
害
分 

短期給付分 
 療養補償給付 
 休業補償給付 

2.19 2.22 2.22 

長期給付分 
 年金給付 
（将来給付分は積立
金として保有） 

0.99 1.02 1.18 

非業務災害分 0.6 0.6 0.6 

社会復帰促進等事業、事務の
執行に要する費用 

0.9 0.9 0.9 

年金積立調整費用 ▲0.2 ▲0.2 ▲0.4 

合   計 ４．５ ４．５ ４．５ 



労災保険率の設定に関する基本方針 

平成 17 年 3 月 25 日 

 

    労災保険率は、将来にわたる労災保険の事業に係る財政の均衡を保つことができる

ように設定することとされ、おおむね 3 年ごとに公労使三者から構成される審議会での

審議を経た上で改定を行っている。 

平成 16 年 3 月 19 日に「規制改革・民間開放推進 3 か年計画」が閣議決定され、そ

の中で「事業主の労働災害防止へのインセンティブをより高めるとの観点も踏まえ、業

種別の保険料率の設定について、業種ごとに異なる災害リスクも踏まえ、専門的な見

地から検討し、早急に結論を得る。」とされたところであり、これを受けて、厚生労働省に

おいては学識経験者による労災保険率の設定について総合的な検討を行った。 

今般、その検討結果を踏まえ、労災保険率の設定に関する基本方針を定め、今後、

この基本方針に基づき、労災保険率の設定を行うこととし、これによって、労災保険率

の設定手続の透明化を図ることとする。 

 

１ 業種別の設定 

労災保険率は、業種別に設定する。 

労災保険の業種区分は、労働災害防止インセンティブを有効に機能させるという観

点から、作業態様や災害の種類の類似性のある業種グループ等に着目して、当該グ

ループごとの災害率を勘案して分類することとする。 

その際には、費用負担の連帯性の下に労働災害防止活動を効果的に浸透させて

いくことのできる業界団体等の組織状況等について斟酌しつつ、保険技術上の観点

から、保険集団としての規模及び日本標準産業分類に基づく分類等をも勘案する。 

２ 改定の頻度 

労災保険率は、原則として 3 年ごとに改定する。 

３ 算定 

労災保険率は、次に掲げる方式により算定する。 

(1) 算定の方法 

イ 算定の基礎 

算定の基礎は、過去 3 年間の保険給付実績等に基づいて算定する料率設定 

期間における保険給付費等に要する費用の予想額とする。 

ロ 業種別の料率に係る基本的な算定方式 

業務災害分の料率については、短期給付分、長期給付分に分けて、各々、次

の方式により算定する。 

(ｲ) 短期給付分（療養補償給付、休業補償給付等） 



短期給付分については、3 年間の収支が均衡する方式（「純賦課方式」）によ

り算定する。 

(ﾛ) 長期給付分（年金たる保険給付等） 

長期給付分については、災害発生時点の事業主集団から、将来給付分も含

め年金給付等に要する費用を全額徴収する方式（「充足賦課方式」）により算定

する。 

ハ 全業種一律賦課方式 

給付等に要する費用のうち、以下に掲げる部分については、全業種一律賦課 

により算定する。 

(ｲ) 業務災害分 

a  短期給付のうち、災害発生より 3 年を経ている給付分 

b  長期給付のうち、災害発生から 7 年を超えて支給開始される給付分 

c  過去債務分（既裁定年金受給者に係る将来給付費用の不足額） 

(ﾛ) 非業務災害分等 

非業務災害分（通勤災害分及び二次健康診断等給付分）、労働福祉事業及

び事務の執行に要する費用分 

(2) 激変緩和措置等 

算定された数値が増加した場合に、これに対応して労災保険率が一挙に引き上

がる業種の労災保険率については、必要に応じて一定の激変緩和措置を講ずる。 

さらに、産業構造の変化に伴って事業場数、労働者数の激減が生じたため、保

険の収支状況が著しく悪化している業種の労災保険率については、必要に応じて

一定の上限を設ける。 

これらの具体的な措置については、料率改定時において、過去 3 年間の数理計

算も踏まえて設定する。 

なお、激変緩和措置等を講ずることにより財政的な影響が出る場合には、その必

要な所要額については、全業種一律賦課とする。 

４ 労災保険率改定の手続等 

労災保険率は、労災保険率の改定に係る基礎資料を公開するとともに、これに基

づく審議会での検討を経て決定する。 


